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─違法・不当といわれないために
橋本　勇 著

A5判・定価（本体5,100円+税）送料350円　※送料は2019年8月時点の料金です。

自治体財務の
実務と理論

●解釈が難解と言われる自治体財務制度を、「前例に流されることなく、理論に走ることなく」実務の視点
　から解説しました。　
　⇒常日頃、何気なくこなしている財務事務の理屈や法解釈の仕方がわかります。
●解説にはすべて、法律等の根拠や関係判例を明示しました。
　⇒理論の裏付けが明確なので、監査や住民からの指摘に自信をもって応えることができます。
●2020年4月施行の改正民法・改正自治法の内容を追加し、実務対応を詳述！
　・改正民法については、特に実務と関連の深い箇所（請負契約、定型契約、消滅時効、法定利率）を独立
で項立てて解説。

　・改正自治法については、内部統制の導入、監査制度の充実強化、職員への手当、契約参加資格（自治
法施行令）等の記述を追加。

●近年の判例も追加し、解説しています！
　・反社会的勢力との契約が無効となる場合（最高裁平成28年1月12日判決）
　・定期的に支払いを受ける債権の消滅時効の起算点（最高裁平成29年10月17日判決）
　・適正な対価によらない貸し付けの議決の要件（最高裁平成30年11月6日判決）　　　　　　　　　　等

唯一無二の「財務実務のルールブック」
財務事務上での不正・違法行為、ミス撲滅のために、

適切に財務事務を管理・運用するために、
著者が、行政実務15年・訴訟実務30年の経験で得た

ノウハウを伝授！　類書なし！！

改訂版

[電子版]本体5,100円+税 ※電子版はぎょうせいオンラインショップ（https://shop.gyosei.jp）からご注文ください。

キリトリ線

商品に関するご照会・お申し込みは フリーコール（通話料無料） Ｗｅｂ
サイト URL：https://shop.gyosei.jp

■個人情報の取り扱いについて
【利用目的】　ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。
【第三者提供】　お預かりした個人情報の第三者への提供はありません。
【委託】　利用目的の範囲内で業務を行うために、個人情報の取扱いを委託する場合があります。
【個人情報提供の任意性】　個人情報の提供はお客様の任意となりますが、商品のお届けなどに誤りが生じないよう、正確にご記入願います。
【開示等の求めに応じる手続】　利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去等をお求めの際は、次の窓口にお問い合わせください。
【個人情報相談窓口】　株式会社ぎょうせい　出版営業部　営業課　電話03-6892-6562　受付時間　平日9時～17時
【個人情報保護管理者】　情報管理担当執行役員

申
込
書

部

 

TEL：0120─953─431／FAX：0120─953─495

●弊社使用欄

URL：https://shop.gyosei.jp

上記「個人情報の取り扱いについて」に同意し、下記図書を申し込みます。 　　年　　月　　日

〒136─8575　東京都江東区新木場1─18─11

お届け先
ご 住 所

〒　　　-
都道
府県

（フリガナ）
お 名 前

（ご担当部署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
㊞

TEL e-mail   -　　　　　　-

お得意様No. 支払費
（ご存知の場合はご記入ください）

＠

□公費　　□社費　　□私費

自治体財務の実務と理論  改訂版 ─違法・不当といわれないために
A5判・定価(本体5,100円+税)送料350円　コード　5108539-00-000　財務実務（改訂）

（2019.8）

※送料は2019年8月時点の料金です。

※電子版は「ぎょうせいオンラインショップ」（https://shop.gyosei.jp) からのご注文となります。閲覧には専用のアプリが必要です。 検索ぎょうせいオンラインショップ

コード 5108539─00─000　財務実務（改訂）

根拠法令を明示！
判断の根拠がわかる！

新民法にも対応！
条文索引で
条文からも探せる！ 第5部では財務規定の

各条の運用上の留意
点を箇条書きでピッ
クアップ！一目でポイ
ントがつかめます！

根拠判例も明示！
判例索引には判例の
要点も記載！

内容見本
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